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はじめに 

 

本書は、天山地区共同環境組合で計画している「エネルギー回収型廃棄物処理施設整備」

に伴う周辺の生活環境へ与える影響について、とりまとめたものである。 
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図 1-5-1 施設設置場所位置図 

 
図 1-5-1 施設設置場所位置図 
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6．施設の処理方式 

本施設の処理方式は表 1-6-1 に示すとおりである。 

 

表 1-6-1 処理方式 

施設 処理方式 

エネルギー回収型廃棄物処理施設 ストーカ方式（焼却施設） 

 

（参考）ストーカ方式 

区分 内容 

燃焼方式 ストーカ方式は、鋳鉄製の火格子にごみを送り、火格子の下から空気を吹き込みな

がら燃やす方式である。 

炉の内ではごみを乾燥させるゾーン、燃やすゾーン、燃え残りを更に燃やすゾーン

に分けられる。火格子の上で火炎や炉の壁からの熱や熱いガスと接触することにより、

乾燥→ガス化→燃焼と長い時間をかけてゆっくり燃やしごみを焼却処理する。 

特徴 長い時間をかけてごみをゆっくりと燃やすために、ごみ質の変動にも追随し、安定

的に燃やすことが可能である。 
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7．施設の構造及び設備 

 7.1 処理工程の概要 

処理工程の概要を図 1-7-1 に示す。 

ごみ焼却施設は、受入供給設備、燃焼設備、燃焼ガス冷却設備、排ガス処理設備、通風

設備、灰出し設備、余熱利用設備の他、これらを機能させるための給・排水設備、電気・

計装設備で構成される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-7-1 処理工程の概要図 
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 7.2 施設配置計画 

施設の全体配置計画は、図 1-7-2 に示すとおりである。本施設はゆうらく跡地の屋外プ

ールの敷地（約 2ha）に建設する。 

 

 7.3 建築計画 

工場建物は、外壁に ALC（軽量気泡コンクリート）を使用することを想定している。た

だし、騒音による影響が想定される場合は、壁に騒音対策等を施す予定である。 

 

 7.4 主要な設備機器 

本施設に設置が予定される主要な設備機器は、表 1-7-1 に示すとおりである。また、設

備機器の配置計画は、図 1-7-3 に示すとおりである。 

 

表 1-7-1 主要な設備機器 

主な設備 仕様等 

燃焼方式 全連続燃焼方式（24 時間運転） 

炉数 2 炉構成 

受入・供給設備 計量機 30ｔ計量 

 投入扉 2 基、ビット内の粉じんや臭気の拡散を防止 

 ごみピット 7 日分以上の容量を確保 

 ごみクレーン 2 基、自動ごみクレーン式 

焼却設備 ストーカ方式 

燃焼ガス冷却設備 水噴射式ガス冷却方式 

排ガス処理設備 バグフィルタ方式 

通風設備 平行通風方式 

 煙突 内筒外筒式（1炉 1煙突）、高さ 59ｍ 

余熱利用設備 温水利用及び白煙防止 

灰出し設備 灰ピット 発生量の 7日分以上の容量を確保 

 灰クレーン 1 基 

飛灰処理設備 セメント固化又は薬剤処理方式 

 飛灰貯留設備 発生量の 7日分以上の容量を確保 

給水設備 上水利用 

排水処理設備 ごみピット排水 炉内蒸発酸化処理方式 

 プラント排水 プラント排水処理設備で処理後、ガス冷却水等に再利用 

 生活排水 下水道施設に排出 

脱臭設備 直接燃焼法 

電気設備 高圧 6kV 受電、非常用電源設備の設置 

 

 

 

 

 

  



6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 1-7-2 施設配置計画 
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図 1-7-3 工場平面配置想定図 

 

←南西側 北東側→ 
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8．公害防止基準 

 8.1 大気汚染 

大気汚染物質については、大気汚染防止法及びダイオキシン類対策特別措置法等により

定められた規制値を遵守し、表 1-8-1 に示す値以下とする。 

 

表 1-8-1 大気汚染の施設基準値 

項目 

規制基準等 

多久市清掃

センター 

公害防止 

計画値 
大気汚染 

 防止法注1 

ダイオキシン

類対策特別

措置法注2 

廃棄物 

  処理法注3

ガイド 

  ライン注4

燃

焼

ガ

ス 

燃焼ガス温度 － － 800℃以上 850℃以上 850℃以上 850℃以上 

燃焼ガス 

滞留時間 
－ － 2 秒以上 2 秒以上 － 2 秒以上 

排

ガ

ス 

硫黄酸化物 K 値＝17.5 － － － 100ppm 100ppm 

窒素酸化物 250ppm 注 5 － － － 250ppm 250ppm 

ばいじん 0.15g/m3N
注 6 － － － 0.03g/m3N 0.03g/m3N 

ダイオキシン類 － 5ng-TEQ/m3
N
注 7 5ng-TEQ/m3

N
注 7 0.1ng-TEQ/m3

N
注 8 5ng-TEQ/m3

N 0.1ng-TEQ/m3
N

塩化水素 
700mg/m3N 

（430ppm） 
－ － － 215ppm 215ppm 

一酸化炭素 － － 100ppm 30ppm 注 9 50ppm 注 9 30ppm 

注 1）大気汚染防止法施行規則（昭和 43 年 6月 22 日厚生省・通商産業省令第 1号、最終改正：平成 28 年 9月 26 日

環境省令第 22 号） 

注 2）ダイオキシン類対策特別措置法施行規則（平成 11 年 12 月 27 日総理府令第 67 号、最終改正：平成 22 年 3 月

31 日環境省令第 5号） 

注 3）廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和 46 年 9月 23 日厚生省令第 35 号、最終改正：平成 28 年 7

月 29 日環境省令第 19 号） 

注 4）ごみ処理に係るダイオキシン類発生防止等ガイドライン（平成 9年 1 月 28 日衛環第 21 号) 

注 5）連続炉に適用される。多久市清掃センターは連続炉以外かつ 40,000m3N/h 未満の排ガス量のため窒素酸化物の

規制基準はない。 

注 6）新設 2t/h 未満[28.5t/(24h・炉)]のため 0.15g/m3Nが適用される。多久市清掃センターは既設(平成 12 年 4月

から)2t/h[30t/(16h・炉)]未満のため 0.25g/m3N以下が適用される。 

注 7）新設(平成 12 年 1月から)2t/h 未満のため 5ng-TEQ/m3N以下が適用される。多久市清掃センターは既設（平成 9

年 12 月以前に設置された施設）かつ 2t/(h・炉)未満のため 10ng-TEQ/m3N以下が適用される。 

注 8）恒久対策の基準。全連続炉、新設炉の場合に適用される。 

注 9）新設 30ppm 以下(O2 12% 4 時間平均)が適用される。多久市清掃センターは既設 50ppm(O2 12% 4 時間平均)が適

用される。 
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 8.2 騒音 

敷地境界において、表 1-8-2 に示す値以下とする。 

 

表 1-8-2 騒音の施設基準値 

時間帯 騒音規制法注 公害防止計画値 

朝（午前 6時から午前 8時まで） 

夕（午後 7時から午後 11 時まで） 
65 デシベル 65 デシベル 

昼間（午前 8時から午後 7時まで） 65 デシベル 65 デシベル 

夜間（午後 11 時から翌日の午前 6時まで） 55 デシベル 55 デシベル 

注）騒音規制法に基づく騒音の規制地域及び規制基準（平成 24 年 4 月 1日多久市告示第 19 号） 

 

 8.3 振動 

敷地境界において、表 1-8-3 に示す値以下とする。 

 

表 1-8-3 振動の施設基準値 

時間帯 振動規制法注 公害防止計画値 

昼間（午前 8時から午後 7時まで） 65 デシベル 65 デシベル 

夜間（午後 7時から翌日の午前 8時まで） 60 デシベル 60 デシベル 

注）振動規制法に基づく振動の規制地域及び規制基準（平成 24 年 4 月 1日多久市告示第 23 号） 
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 8.4 悪臭 

施設基準値は、敷地境界において、表 1-8-4 に示す値以下とする。 

 

表 1-8-4 悪臭の施設基準値 

特定悪臭物質 規制基準注 公害防止計画値 

アンモニア 1ppm 1ppm 

メチルメルカプタン 0.002ppm 0.002ppm 

硫化水素 0.02ppm 0.02ppm 

硫化メチル 0.01ppm 0.01ppm 

二硫化メチル 0.009ppm 0.009ppm 

トリメチルアミン 0.005ppm 0.005ppm 

アセトアルデヒド 0.05ppm 0.05ppm 

プロピオンアルデヒド 0.05ppm 0.05ppm 

ノルマルブチルアルデヒド 0.009ppm 0.009ppm 

イソブチルアルデヒド 0.02ppm 0.02ppm 

ノルマルバレルアルデヒド 0.009ppm 0.009ppm 

イソバレルアルデヒド 0.003ppm 0.003ppm 

イソブタノール 0.9ppm 0.9ppm 

酢酸エチル 3ppm 3ppm 

メチルイソブチルケトン 1ppm 1ppm 

トルエン 10ppm 10ppm 

スチレン 0.4ppm 0.4ppm 

キシレン 1ppm 1ppm 

プロピオン酸 0.03ppm 0.03ppm 

ノルマル酪酸 0.001ppm 0.001ppm 

ノルマル吉草酸 0.0009ppm 0.0009ppm 

イソ吉草酸 0.001ppm 0.001ppm 

注）悪臭防止法に基づく規制地域及び規制基準（平成 24 年 4 月 1日多久市告示第 26 号） 
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9．環境保全対策 

環境保全のために、以下の対策を講じることとする。 

 

 9.1 大気汚染対策 

・ 硫黄酸化物、塩化水素は、消石灰を吹き込む乾式有害ガス除去方式により除去する。 

・ 窒素酸化物は、燃焼管理及び無触媒脱硝装置により除去する。 

・ ばいじんは、ろ過式集じん器等により除去する。 

・ ダイオキシン類は、燃焼温度、ガス滞留時間等の管理を十分に行い、安定燃焼の確保

を図ることによって発生を抑制し、ろ過式集じん器前に活性炭吹き込みにより除去す

る。 

・ 水銀は、ろ過式集じん器前に活性炭吹き込みにより除去する。 

 

 9.2 騒音・振動対策 

・ 騒音が大きく発生する装置については防音処理を施した部屋に配置する。 

・ 騒音、振動発生の低減の観点から、設備の点検、適切な維持管理を行う。 

・ 騒音低減の観点から、プラットフォーム出入口の扉は、車両の進入、退出時以外は常

時閉とする。 

 

 9.3 悪臭対策 

①プラットフォーム 

・ 車両出入口に引戸ドアを設け、扉の開閉は車両感知による自動開閉とし、車両の出入

り以外は外部との遮断を図る。 

・ 出入口扉にはエアカーテンを設け、扉の開閉に合わせた自動運転を行い、開扉の際の

外気との遮断を図る。  

・ 投入扉を通してごみピット側への室内空気の吸引を行うことにより、プラットフォー

ム側に臭気が漏洩しないようにする。 

・ 車両出入り口に風除室（トンネル状）を設置し、強風時等、風の巻き込みを防止する。 

②ごみピット 

・ 押込送風機吸引口をごみピット上部に設け、炉内空気として利用することで燃焼脱臭

を行う。 

・ 1 炉停止時及び全炉停止時のために活性炭吸着方式の脱臭処理装置を設けるものとす

る。また、消臭剤散布による臭気対策を図る。 

③居室関係  

・ ごみピットに接する中央操作室、控室、受入室等の居室については、居室内天井部の

シール性を図るとともに、居室周辺の室内配置上、ドアの開閉により、臭気の流入を

避けるため前室を設けるものとする。 
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 9.4 搬入車両の走行等の対策 

・ 車両整備を徹底して行う。 

・ 運搬時間帯に配慮し渋滞の軽減に努める。 

・ 車両整備を徹底して行うとともに、運転手の体調管理、運転技能の把握に努め、事故

防止に繋げる。 

 

10．環境測定計画（モニタリング） 

施設供用開始後において、表 1-10-1 に示す内容で環境測定を実施する。測定結果は、公

開を原則とする。 

 

表 1-10-1 供用時における環境測定計画 

項目 頻度 測定場所 

大気汚染 1 回/年以上 煙突排出口 

騒音 1 回/年以上 敷地境界（東西南北各 1地点） 

振動 1 回/年以上 敷地境界（東西南北各 1地点） 

悪臭(特定悪臭物質、臭気指数) 1 回/年以上 風下側敷地境界、排気出口 
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 地域概況 第2章

地域概況は、既存資料等により把握した。調査範囲は計画地及びその周辺地域とし、地

域特性の項目に応じて範囲を多久市、佐賀市、唐津市、小城市とした。 

地域概況の調査結果は表2-1(1)、(2)に示すとおりである。 
 

表 2-1(1) 地域概況の結果 
項目 概 況 

自
然
環
境
条
件 

気象 

・ 計画地最寄りの気象観測所である白石地域気象観測所の過去 10年間（平成 18年

～平成 27年）の観測値は以下に示すとおりである。 

年平均気温 年平均降水量 年平均風速 

16.0℃ 約 1,818.3mm 2.0m/s 
 

地形・地質 

・ 地形の状況：計画地及びその周辺の地形は、中起伏山地、谷底平野などであり、

その周囲は丘陵地となっている。計画地のほとんどは中起伏山地でる。 

・ 地質の状況：計画地及びその周辺の地質は、沖積世、古第三紀、古生代となって

いる。計画地は沖積世、古第三紀、古生代にまたがっており、砂礫、砂岩、緑色

片岩などが堆積している。 

・ 重要な地形及び地質の状況：事業実施区域及びその周辺に天然記念物及び保全す

べき地形は位置していない。 

水象 
・ 計画地は六角川水系牛津川圏域に位置している。 

・ 計画地の東側には山犬原川が流れており、計画地の南側で中通川に流入している。 

社
会
的
環
境
条
件 

位置、面積 

・ 多久市は佐賀県のほぼ中央に位置し、東は小城市、佐賀市、北は唐津市、南から

西にかけては江北町、大町町、武雄市と接している。 

・ 多久市の総面積は 96.93㎞ 2で、東西 14.96km、南北 11.60kmの距離を有している。 

・ 四方を山に囲まれた盆地のまちであり、市の中央部に広がる平坦地には牛津川を

はじめとする大小の河川が大地を潤し、緑豊かな田園地帯を形成している。 

人口の状況 
・ 平成 28年現在、多久市の人口は 19,443人である。 

・ 計画地の位置する多久市では、世帯数・人口共に減少傾向にある。 

産業の状況 

・ 多久市の産業構成は第 3次産業の従事者構成比が大きく、第 1次産業従業者構成

比はきわめて小さい。 

・ 多久市の農業の状況は、平成 27年で総農家数が 889戸である。このうち販売農家

は 665戸、自給的農家は 224戸であり、平成 17年から 27年にかけていずれも減

少傾向であった。 

・ 多久市の工業の状況は、平成 26年で事業所数が 41所である。事業所数、従業者

数はほぼ横ばい傾向であるが、製造品出荷額等は増加傾向であった。 

・ 多久市の商業は、平成 26年で事業所数が 176所である。卸売業では事業所数と年

間商品販売額は平成 19年が最も多く、従業者数は平成 24年が最も多い。小売業

では事業所数、従業者数、年間商品販売額とも平成 19年が最も多くなっており、

平成 24年は減少し平成 26年で再び増加している。 

土地利用の状況 

・ 多久市では山林が全体の約 47.5%(3,155ha)を占め、次いで田が約 16.4%(1,089ha)

となっている。 

・ 計画地及びその周辺は用途地域の指定のない区域となっている。 

交通の状況 

・ 計画地南側に位置する県道 338号岸川莇原線の 12時間交通量は 1,364台（大型車

混入率 7.3％）となっている。 

・ 計画地の最寄り駅は、唐津線の多久駅である。平成 25年度における年間の乗車人

員は 128,356人である。 

学校、病院その他の

環境の保全について

の配慮が特に必要な

施設の分布状況 

・ 計画地に最寄りの保全施設は、南側約 700ｍにある杉の子保育園である。 

・ 計画地に最寄りの民家は、東側約 50ｍ付近に点在している。 

水利用の状況 

・ 佐賀県には平成 25年度末現在、8つの内水面漁業組合があるが、計画地周辺の河

川には漁業権の設定はない。 

・ 計画地及びその周辺には上水道の水源となる河川等はない。 

・ 多久市は 3 ヶ所の浄水場と佐賀西部広域水道企業団からの受水により多久市内に

給水しており、計画地のある北多久町小侍は佐賀西部広域水道企業団より嘉瀬川

から原水を取り入れている。その後、南嘉瀬川浄水場を経て、多久町の坊山配水

池に貯水され給水されている。 
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表 2-1(2) 地域概況の結果 

項目 概 況 

環
境
質
の
状
況 

大気質 

・ 二酸化窒素：多久測定局の平成27年度における日平均値の年間98％値は0.015ppm

であり、環境基準を達成している。過去 5年間（平成 23年～平成 27年度）の年

平均値の推移は、ほぼ横ばい傾向を示している。 

・ 二酸化硫黄：多久測定局の平成 27 年度における日平均値の年間 2％除外値は

0.004ppm であり、環境基準を達成している。過去 5 年間(平成 23 年～平成 27 年

度)の年平均値の推移は、横ばい傾向を示している。 

・ 一酸化炭素：計画地周辺の測定局において一酸化炭素の測定は行われていない。 

・ 浮遊粒子状物質：多久測定局の平成 27年度における日平均値の年間 2％除外値は

0.038mg/m3であり、環境基準を達成している。過去 5 年間(平成 23 年～平成 27

年度)の年平均値の推移は、横ばい傾向を示している。 

・ 光化学オキシダント：多久測定局の平成 27年度における昼間の 1時間値の最高値

は 0.094ppm であり、環境基準を超過している。過去 5 年間(平成 23 年～平成 27

年)の年平均値の推移は、ほぼ横ばい傾向を示している。 

・ 微小粒子状物質：多久測定局の平成 27 年度における年平均値は 14.2μg/m3、日

平均値の年間 98%値は 32.1μg/m3であり、環境基準を達成している。過去 3年間(平

成 25年～平成 27年度)の年平均値の推移は、減少傾向を示している。 

騒音 

・ 計画地及びその周辺において一般環境騒音調査は実施されていない。 

・ 計画地及びその周辺の道路交通騒音調査は平成26年度に多久市北多久町大字小侍

において行われており、等価騒音レベルの調査結果は環境基準を達成していた。 

振動 ・ 計画地及びその周辺において振動調査は実施されていない。 

悪臭 
・ 計画地及びその周辺において悪臭調査は実施されていない。 

水質 

・ 平成 26年度に多久市は市内 17 地点にて河川水質検査を行っている。その内、計

画地及びその周辺における調査地点は、今出川の岩早橋下等 5地点で行っており、

河川水質は環境基準を達成している。 

環
境
関
係
法
令
の
指
定
・
規
制
状
況 

環境基準等の状況 
・ 環境基準及び規制基準等は、大気汚染、騒音、振動、悪臭、水質汚濁が設定され

ている。 

環境保全計画の状況 

・ 佐賀県の環境行政の基本的方向は、「佐賀県環境基本条例」（平成 9年 佐賀県条

例第 16号）により定められている。また、佐賀県環境基本計画は平成 12 年 3月

に策定後、平成 17年 3月に改定、さらには平成 23年 10月に第 2期計画を策定、

平成 28年 3月に第 3期計画を策定している。 

・ 計画地がある多久市の環境行政の基本的方向は、「多久市環境基本条例」（平成

24年 多久市条例第 14号）により定められている。また、環境基本計画は、「多

久市環境基本条例（平成 24年条例第 14号）第 17条」に基づき策定される計画で

ある。 
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第3章 生活環境影響調査項目の選定 
1．生活環境影響要因と生活環境影響調査項目 

廃棄物処理施設生活環境影響調査指針（平成 18年 9月 環境省大臣官房廃棄物・リサイ

クル対策部）（以下、指針という。）の「焼却施設」に基づき生活環境影響項目を選定した。

生活環境影響要因と生活環境影響調査項目との関係は、表 3-1-1に示すとおりである。 

 

表 3-1-1 生活環境影響要因と生活環境影響調査項目 

調査事項 生活環境影響要因 

 

 

生活環境影響調査項目 

煙突排

ガスの

排出 

施設排

水の排

出 

施設の

稼働 

施設か

らの悪

臭の漏

洩 

廃棄物

運搬車

両の走

行 

大

気

環

境 

大 気

質 

二酸化硫黄(SO2) ○     

二酸化窒素(NO2) ○    ○ 

浮遊粒子状物質(SPM) ○    ○ 

塩化水素(HCl) ○     

ダイオキシン類(DXN) ○     

その他必要な項目 注） △     

騒音 騒音レベル   ○  ○ 

振動 振動レベル   ○  ○ 

悪臭 特定悪臭物質濃度・臭気指数 ○   ○  

水

環

境 

水質 

生物化学的酸素要求量(BOD)または

化学的酸素要求量(COD) 
 ○    

浮遊物質量(SS)  ○    

ダイオキシン類(DXN)  ○    

その他必要な項目 注）  ○    

注)その他必要な項目とは、処理される廃棄物の種類、性状及び立地特性等を考慮して、影響が予測される

項目である。たとえば、大気質については、煙突排ガスに含まれる重金属類などがあげられ、また、水

質汚濁については全窒素(T-N)、全リン(T-P)（T-N、T-Pを含む排水を、それらの排水基準が適用される

水域に放流する場合）などがあげられる。 

 

・ 大気質については、煙突排ガスによる影響及び廃棄物運搬車両による影響があげられる。廃棄物運搬車両に

ついては、交通量が相当程度変化する主要搬入路沿道に人家等が存在する場合に調査の対象とする。 

・ 騒音及び振動については、施設の稼働による影響及び廃棄物運搬車両による影響があげられる。施設の稼働

については、騒音及び振動が相当程度変化する地域に人家等が存在する場合に対象とする。廃棄物運搬車両

については、交通量が相当程度変化する主要搬入路沿道に人家等が存在する場合に対象とする。 

・ 悪臭については、煙突排ガスによる影響及び施設からの漏洩による影響があげられる。煙突排ガスについて

は、大気汚染と同様な考え方により、調査の対象とするか否かの判定を行う。施設からの漏洩については、

影響が想定される周辺地域に人家等が存在する場合に対象とする。 

・ 水質については、施設排水による影響があげられる。施設排水を下水道へ放流するなど、公共用水域への排

出を行わない場合、または、ほとんど排出しない場合には除くことができる。 
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2．生活環境影響調査項目として選定した又は選定しなかった理由 
生活環境影響調査項目として選定した又は選定しなかった理由は表 3-2-1 に示すとおりで

ある。 

 

表 3-2-1 生活環境影響調査項目の選定又は非選定理由 

調査 

事項 
項目 影響要因 

選定 

結果 
選定又は非選定理由 

大 

気 

質 

二酸化硫黄(SO2) 煙突排ガスの排出 ○ 
施設の稼働による排ガスの排出の影

響が考えられるため。 

二酸化窒素(NO2) 

煙突排ガスの排出 ○ 
施設の稼働による排ガスの排出の影

響が考えられるため。 

廃棄物運搬車両の

走行 
○ 

廃棄物運搬車両の走行による排ガス

の影響が考えられるため。 

浮遊粒子状物質(SPM) 

煙突排ガスの排出 ○ 
施設の稼働による排ガスの排出の影

響が考えられるため。 

廃棄物運搬車両の

走行 
○ 

廃棄物運搬車両の走行による排ガス

の影響が考えられるため。 

塩化水素(HCl) 煙突排ガスの排出 ○ 
施設の稼働による排ガスの排出の影

響が考えられるため。 

ダイオキシン類(DXN) 煙突排ガスの排出 ○ 
施設の稼働による排ガスの排出の影

響が考えられるため。 

その他必要な項目 煙突排ガスの排出 △ 

一般廃棄物処理施設であり、排ガス

中に重金属類が含まれる可能性が低

いと考えられるため。 

騒音 騒音レベル 

施設の稼働 ○ 
施設の稼働による騒音の影響が考え

られるため。 

廃棄物運搬車両の

走行 
○ 

廃棄物運搬車両の走行による騒音の

影響が考えられるため。 

振動 振動レベル 

施設の稼働 ○ 
施設の稼働による振動の影響が考え

られるため。 

廃棄物運搬車両の

走行 
○ 

廃棄物運搬車両の走行による振動の

影響が考えられるため。 

悪臭 
特定悪臭物質・臭気指

数 

煙突排ガスの排出 ○ 
施設の稼働による排ガスの排出の影

響が考えられるため。 

施設からの悪臭の

漏洩 
○ 

新たに施設が設置されることにより、

周辺人家への悪臭の影響が考えられ

るため。 

水質 

生物化学的酸素要求量

(BOD) 
施設排水の排出 ○ 

プラント排水等が発生するが、排水

はすべて焼却施設で処理することか

ら、公共用水域への排出はない。し

かしながら、現況の水質の程度を把

握することにより、将来水質の濃度

を示す。 

浮遊物質量(SS) 施設排水の排出 ○ 

ダイオキシン類(DXN) 施設排水の排出 ○ 

その他 全窒素（T-N）、

全リン（T-P）等 
施設排水の排出 ○ 

○：生活環境影響調査項目として選定する項目 

△：生活環境影響調査項目として選定しない項目 
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第4章 生活環境影響調査の結果 
1．大気質 
 1.1 現況把握 
  1.1.1  調査結果 
   ① 大気質 

大気質調査の結果は表 4-1-1 にに示すとおりである。 
 

表 4-1-1 大気質調査の結果 
調査項目 No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 

二酸化硫黄 (ppm) 0.003 0.003 0.003 0.003 - 

二酸化窒素 (ppm) 0.003 0.004 0.001 0.003 0.005 

一酸化窒素 (ppm) 0.001 0.002 0.002 0.002 0.002 

窒素酸化物 (ppm) 0.005 0.005 0.006 0.005 0.007 

浮遊粒子状物質 (mg/m3) 0.013 0.015 0.016 0.017 0.015 

塩化水素 (ppm) 0.002 未満 0.002 未満 0.002 未満 0.002 未満 - 

ダイオキシン類 (pg-TEQ/m3) 0.0082 0.0088 0.0094 0.0120 - 

注 1）調査期間は平成 27 年 10 月、12 月、平成 28 年 4月、7月の各月一週間 

2）値は年間平均値 

3）No.4 は夏季と冬季、No.5 は冬季のみ調査を実施 

 

   ② 気象 
気象調査の結果は表 4-1-2 及び図 4-1-1 に示すとおりである。建設予定地における

風向は西が多く、年平均風速は、1.2m/s であった。 

また、大気安定度の出現頻度は、年間では D（中立）が多く、次いで G（安定）、B

（不安定）が多くなった。 
 

表 4-1-2 気象調査の結果 

月 
項目 

平成 27 年 平成 28 年 
年間10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3月 4月 5月 6月 7月 8 月 9 月

秋季 冬季 春季 夏季 秋季
風 向 

(16 方位) 
(％) 

最多風向 西 西 西 西 西 西 西 西 西 西 西 西 西 

風 速 
(m/s) 

平 均  1.2  1.0  1.0 1.2 1.5  1.2  1.4  1.4  1.1  1.2  1.3 1.0  1.2

日 射 量 
(MJ/m2) 

日合計値 
の平均値 

14.99  8.21  6.76 5.88 10.10 13.86 15.49 18.56 13.29 18.70 21.46 11.15 13.23

放射 
収支量 
(MJ/m2) 

日合計値 
の平均値 

 4.76  1.87  0.40 0.83 2.75  5.10  7.52 10.10  7.62 11.58 12.30 5.78  5.90

 

図 4-1-1 建設予定地における年間風向別出現頻度 
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No.1 建設予定地 

No.3 中央公園 

No.2 四下浄水場 

2km 

No.4 前田集落沿道 

No.5 観音山バス停付近 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●：大気質調査地点 

 （No.1は大気質、気象） 

 

 

 

図4-1-2 大気質に係る調査地点 
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 1.2 予測 
  1.2.1  煙突排ガスの排出による大気質への影響 
   ① 予測結果 
    ア 長期平均濃度予測結果 

予測結果を表 4-1-3に示す。 

長期平均濃度予測結果は二酸化硫黄（日平均値）で 0.0074ppm、二酸化窒素（日平均

値）で 0.0121ppm、浮遊粒子状物質（日平均値）で 0.0298mg/m3、ダイオキシン類（年

平均値）が 0.00996pg-TEQ/m3であった。 

 

表 4-1-3 予測結果（長期平均濃度予測結果） 

項目 

最大着地濃度 
最大着地地点 

までの距離 

（ｍ） 

年平均値 

日平均値 ①影響 

濃度 

②BG 

濃度 

計 

(①＋②） 

二酸化硫黄 

（ppm） 
0.00036 0.003 0.00336 0.0074 東約 600m 

二酸化窒素 

（ppm） 
0.00068 0.004 0.00468 0.0121 東約 600m 

浮遊粒子状物質 

（mg/m3） 
0.00011 0.015 0.01511 0.0298 東約 600m 

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類 

(pg-TEQ/m3) 
0.00036 0.0096 0.00996 － 東約 600m 

 

    イ 短期平均濃度予測結果 

予測結果を表 4-1-4に示す。 

短期平均濃度予測結果は二酸化硫黄が 0.0011～0.0087ppm、二酸化窒素が 0.0019～

0.0135ppm、浮遊粒子状物質が 0.0003～0.0026mg/m3、塩化水素が 0.0023～0.0187ppmで

あった。 

 

表 4-1-4 予測結果（短期平均濃度予測結果） 

項目 

予測ケース 

大気安定度 

不安定時 

上層逆転層 

発生時 

逆転層崩壊時

（ﾌｭﾐｹﾞｰｼｮﾝ） 

ダウンウォッシ

ュ（煙突ダウン

ウォッシュ） 

ダウンドラフト 

（建物ダウンウ

ォッシュ） 

二酸化硫黄

（ppm） 
0.0033 0.0074 0.0087 0.0011 0.0037 

二酸化窒素

（ppm） 
0.0054 0.0117 0.0135 0.0019 0.0061 

浮遊粒子状物質

（mg/m3） 
0.0010 0.0022 0.0026 0.0003 0.0011 

塩化水素（ppm） 0.0070 0.0159 0.0187 0.0023 0.0079 
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  1.2.2  廃棄物運搬車両の走行による大気質への影響 
   ① 予測結果 

予測結果を表 4-1-5及び表 4-1-6に示す。 

二酸化窒素の日平均値は 0.01416～0.01442ppmと予測された。また、浮遊粒子状物質

の日平均値は 0.03893～0.03896㎎/m3と予測された。 

 

表 4-1-5 予測結果（二酸化窒素） 

予測地点 

予測結果 (ppm) 

年平均値 

日平均値 
道路寄与濃度 

バックグラウ

ンド濃度 
合計濃度 

No.4 

（前田集落沿道） 

東側道路敷地境界 0.00025 0.004 0.00425 0.01426 

西側道路敷地境界 0.00016 0.004 0.00416 0.01416 

No.5 

（観音山バス停付近） 

東側道路敷地境界 0.00040 0.004 0.00440 0.01442 

西側道路敷地境界 0.00030 0.004 0.00430 0.01431 

注）予測地点は図 4-1-2（前掲）に示す主要運行経路上の 2地点であり、予測結果は各予測断面の地上 1.5ｍで
の寄与濃度が最大となる地点(道路敷地境界)における値｡ 

 

表 4-1-6 予測結果（浮遊粒子状物質） 

予測地点 

予測結果 (mg/m3) 

年平均値 

日平均値 
道路寄与濃度 

バックグラウ

ンド濃度 
合計濃度 

No.4 

（前田集落沿道） 

東側道路敷地境界 0.00002 0.015 0.01502 0.03894 

西側道路敷地境界 0.00002 0.015 0.01502 0.03893 

No.5 

（観音山バス停付近） 

東側道路敷地境界 0.00004 0.015 0.01504 0.03896 

西側道路敷地境界 0.00003 0.015 0.01503 0.03894 

注）予測地点は図 4-1-2（前提）に示す主要運行経路上の 2地点であり、予測結果は各予測断面の地上 1.5ｍで
の寄与濃度が最大となる地点(道路敷地境界)における値｡ 
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 1.3 影響の分析 
  1.3.1  煙突排ガスの排出による大気質への影響 
   ① 影響の回避又は低減に係る影響の分析 

影響の回避又は低減に係る分析結果を表 4-1-7に示す。 

計画施設では、排ガスの適正な処理を実施し、モニタリングについても確実に実施す

ることから周辺環境への影響を可能な限り低減していると考える。 
 

表 4-1-7 影響の回避又は低減に係る分析結果（煙突排ガス） 

区分 分析結果（大気質） 

排ガス処理対策 硫黄酸化物、塩化水素は、消石灰を吹き込む乾式有害ガス除去方式により除去
する。また、ろ過式集じん器等の設置により、排ガスの適正な処理を実施し、
周辺環境への影響を低減していると考える。 

ダイオキシン類対策 燃焼温度を 850℃以上に保つこと及び滞留時間を 2秒以上確保することによりダ
イオキシン類の発生を抑制していると考える。 

その他の対策 煙突は 59ｍとし、安定な燃焼を図ることにより安定な吐出速度を確保する計画
であることから、周辺環境への影響を低減していると考える。 

監視計画 大気汚染防止法に基づくモニタリングを確実に実施することにより排出濃度の
チェックを行う。 

 

   ② 生活環境の保全上の目標との整合性に係る分析 
煙突排ガスの排出による大気質について、生活環境の保全上の目標と予測結果との整

合の検討結果は表 4-1-8に示すとおりである。 

長期平均濃度予測結果は、二酸化硫黄（日平均値）が 0.0074ppm、二酸化窒素（日平

均値）が 0.0121ppm、浮遊粒子状物質（日平均値）が 0.0298mg/m3、ダイオキシン類（年

平均値）が 0.00996pg-TEQ/m3であり、生活環境の保全上の目標（環境基準）を下回って

いた。 

短期平均濃度予測結果は、二酸化硫黄が 0.0011～0.0087ppm、二酸化窒素が 0.0019

～0.0135ppm、浮遊粒子状物質が 0.0003～0.0026mg/m3、塩化水素が 0.0023～0.00187ppm

であり、生活環境の保全上の目標（環境基準等）を下回っていた。 

以上より、環境に与える影響の程度は小さいと分析する。 
 

表 4-1-8 生活環境の保全上の目標との整合性に係る分析結果（煙突排ガス） 

区分 項目 予測結果 
生活環境の保全上の目標 

（環境基準等） 

長期平均濃
度 

二酸化硫黄 0.0074ppm 0.04ppm以下 

二酸化窒素 0.0121ppm 0.04～0.06ppm以下 

浮遊粒子状物質 0.0298mg/m3 0.1mg/m3以下 

ダイオキシン類 0.00996pg-TEQ/m3 0.6pg-TEQ/m3以下 

短期平均濃
度 

二酸化硫黄 
0.0011～0.0087ppm 

（0.0041～0.0117ppm） 
0.1ppm以下 

二酸化窒素 
0.0019～0.0135ppm 

（0.0059～0.0175ppm） 
0.1～0.2ppm以下 

浮遊粒子状物質 
0.0003～0.0026mg/m3 

（0.0153～0.0176mg/m3） 
0.2mg/m3以下 

塩化水素 0.0023～0.0187ppm 0.02ppm以下 

注）短期平均濃度は予測に用いた気象条件と同一条件でのバックグラウンド濃度の設定が困難なことから、煙
突排ガスによる影響濃度で評価するが、参考として（）内に平均的なバックグラウンド濃度として、長期
平均濃度予測に用いたバックグラウンド濃度を合計した数値を記載した。ただし、塩化水素については、
現地調査結果が定量下限値未満であったため、記載していない。 
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  1.3.2  廃棄物運搬車両の走行による大気質への影響  
   ① 影響の回避又は低減に係る影響の分析 

廃棄物運搬車両の走行については、以下に示す大気汚染対策を実施する計画である。 

・ 車両整備を徹底して行う。 

・ 運搬時間帯に配慮し渋滞の軽減に努める。 

以上のことから、適切な大気汚染対策が採用されており、二酸化窒素及び浮遊粒子状

物質の影響は事業者の実行可能な範囲でできる限り低減されていると分析する。 

 

   ② 生活環境の保全上の目標との整合性に係る分析 
廃棄物運搬車両の走行による大気質について、生活環境の保全上の目標と予測結果と

の整合の検討結果は表 4-1-9に示すとおりである。生活環境の保全上の目標（環境基準）

を下回っており、環境に与える影響の程度は小さいと分析する。 

 

表 4-1-9 生活環境の保全上の目標との整合性に係る分析結果（廃棄物運搬車両） 

予測地点 
断面 
方向 

二酸化窒素（ppm） 
(日平均値の年間 98％値) 

浮遊粒子状物質（mg/m3） 
(日平均値の年間 2％除外値) 

No.4 
（前田集落沿道） 

東側 0.01426 0.03894 

西側 0.01416 0.03893 

No.5 
（観音山バス停付近） 

東側 0.01442 0.03896 

西側 0.01431 0.03894 

生活環境の保全上の目標 
（環境基準） 

0.04以下 0.10以下 
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2．騒音 
 2.1 現況把握 
  2.1.1  調査結果 
   ① 騒音レベル 

測定結果は、表 4-2-1に示すとおりである。調査地点に環境基準の指定はないが、

土地利用状況を踏まえて環境基準の B類型の値と比較すると各地点、各時間帯ともに

環境基準を下回っていた。 

 

表 4-2-1 騒音レベル測定結果 

単位：dB 

区 分 調査地点 

等価騒音レベル（ＬAeq） 環境基準 

平 日 休 日 
昼間 夜間 

昼間 夜間 昼間 夜間 

環 境 

A 地点 46 39 45 38 

55 45 

B 地点 43 39 45 39 

C 地点 38 35 40 37 

D 地点 43 37 43 35 

E 地点 49 38 46 38 

道路交通 
前田集落沿道 56 45 54 47 

65 60 
観音山バス停付近 60 50 58 49 

注 1）調査期間は、平成 27年 12月の平日と休日に各 24時間 

2）昼間は 6時から 22時まで、夜間は 22時から翌日 6時まで 

注 3）環境騒音の環境基準は、B類型（主として住居の用に供される地域）の値 

注 4）道路交通騒音の環境基準は、B地域のうち 2車線以上の車線を有する道路に面する地域の値 

 

   ② 交通量 
交通量の調査結果は、表 4-2-2に示すとおりである。日交通量は前田集落沿道が 523

台（平日）、426台（休日）、観音山バス停付近が 1,662 台（平日）、1,149台（休日）

であり、平日が休日より多く両地点とも昼間が夜間より多い。大型車混入率は前田集

落沿道が 3.6％（平日）、0.0％（休日）、観音山バス停付近は 8.2％（平日）、2.7％（休

日）であり、平日が休日より高い。 

 

表 4-2-2 交通量の調査結果 

項目 

 

 

区分 

前田集落沿道 観音山バス停付近 

大型車 

（台） 

小型車 

（台） 

ごみ 

収集車 

（台） 

合計 

（台） 

大型車 

混入率 

(％) 

大型車 

（台） 

小型車 

（台） 

ごみ 

収集車 

（台） 

合計 

（台） 

大型車 

混入率 

(％) 

平 

日 

昼 間    19   485     0   504  3.8   134 1,446    17 1,597  8.4 

夜 間     0    19     0    19  0.0     2    63     0    65  3.1 

合 計    19   504     0   523  3.6   136 1,509    17 1,662  8.2 

休 

日 

昼 間     0   383     0   383  0.0    31 1,050     0 1,081  2.9 

夜 間     0    43     0    43  0.0     0    68     0    68  0.0 

合 計     0   426     0   426  0.0    31 1,118     0 1,149  2.7 

注 1）調査期間は、平成 27年 12月の平日と休日に各 24時間 

2）昼間及び夜間の時間は、騒音環境基準の時間の区分とした。 

  大型車混入率(%)＝大型車/合計×100。大型車台数にごみ収集車は含まない。 
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●：環境騒音振動調査地点 

 

 

 

 

図 4-2-1 環境騒音振動 

調査地点位置図 
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2km 

前田集落沿道 

観音山バス停付近 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●：道路交通騒音振動調査地点 

 

 

 

 

図 4-2-2 道路交通騒音振動 

調査地点位置図 
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 2.2 予測 
  2.2.1  施設の稼働による騒音の影響 
   ① 予測結果 

施設の稼働に伴う騒音の予測結果は、表 4-2-3 に示すとおりである。予測結果は、

敷地境界の最大値で 54dB である。 

 

表 4-2-3 施設の稼働による騒音レベル予測結果 

予測地点 時間帯 予測結果 

最大地点 

朝（午前 6時から午前 8時） 54dB 

昼間（午前 8時から午後 7時） 54dB 

夕（午後 7時から午後 11 時） 54dB 

夜間（午後 11 時から翌日の午前 6時） 54dB 

 

  2.2.2  廃棄物運搬車両の走行による騒音の影響 
   ① 予測結果 

廃棄物運搬車両の走行経路沿道での等価騒音レベルの予測結果は、表 4-2-4 に示す

とおりである。 

予測結果は前田集落沿道で 59dB、観音山バス停付近で 61dB であり、廃棄物運搬車

両の運行による等価騒音レベルの増加(ΔL)は前田集落沿道で 3dB、観音山バス停付近

で 1dB である。 

 

表 4-2-4 予測結果 

予測地点 時間帯 
現況騒音 
LAeq* [A] 

騒音レベルの増加
ΔL [B] 

予測結果 
LAeq [A+B] 

前田集落沿道 昼間 56dB 3dB 59dB 

観音山バス停付近 昼間 60dB 1dB 61dB 
注 1）予測値は、6:00～22:00 の等価騒音レベルである。 

2）予測地点は、道路交通騒音振動調査地点と同じとした。 
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 2.3 影響の分析 
  2.3.1  施設の稼働による騒音の影響 
   ① 影響の回避又は低減に係る影響の分析 

施設の稼働時においては、以下に示す騒音対策を実施する計画である。 

・ 騒音発生の低減の観点から、設備の点検、適切な維持管理を行う。 

・ 騒音低減の観点から、プラットフォーム出入口の扉は、車両の進入、退出時以外

は常時閉とする。 

以上のことから、適切な騒音対策が採用されており、騒音の影響は事業者の実行可

能な範囲でできる限り低減されていると分析する。 

 

   ② 生活環境の保全上の目標との整合性に係る分析 
施設の稼働による騒音について、基準又は目標と予測結果との整合の検討結果は表

4-2-5 に示すとおりである。生活環境の保全上の目標（規制基準）を下回っており、

環境に与える影響の程度は小さいと分析する。 

 

表 4-2-5 生活環境の保全上の目標との整合性に係る分析結果（施設稼働騒音） 

予測地点 時間帯 予測結果 生活環境の保全上の目標 

計画地 

敷地境界 

朝（午前 6時から午前 8時） 54dB 65dB以下 

昼間（午前 8時から午後 7時） 54dB 65dB以下 

夕（午後 7時から午後 11時） 54dB 65dB以下 

夜間（午後 11時から翌日の午前 6 時） 54dB 55dB以下 

注）生活環境の保全上の目標は、騒音規制法に基づく特定工場等における騒音の第三種区域の規制基準値とし

た。 
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  2.3.2  廃棄物運搬車両の走行による騒音の影響 
   ① 影響の回避又は低減に係る影響の分析 

廃棄物運搬車両の走行については、以下に示す騒音対策を実施する計画である。 

・ 車両整備を徹底して行う。 

・ 運搬時間帯に配慮し渋滞の軽減に努める。 

以上のことから、適切な騒音対策が採用されており、騒音の影響は事業者の実行可

能な範囲でできる限り低減されていると分析する。 

 

   ② 生活環境の保全上の目標との整合性に係る分析 
廃棄物運搬車両の走行による騒音について、生活環境の保全上の目標と予測結果と

の整合の検討結果は表 4-2-6に示すとおりである。生活環境の保全上の目標（環境基

準）を下回っており、環境に与える影響の程度は小さいと分析する。 

 

表 4-2-6 生活環境の保全上の目標との整合性に係る分析結果（廃棄物運搬車両） 

予測地点 予測結果 
生活環境の保全上の目標 

（環境基準） 

前田集落沿道 59dB 
65dB以下 

観音山バス停付近 61dB 

注）生活環境の保全上の目標は、環境基準の道路に面する地域に適用される環境基準（B地域のうち 2車

線以上の車線を有する道路に面する地域）とした。 
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3．振動 
 3.1 現況把握 
  3.1.1  調査結果 
   ① 振動レベル 

調査は騒音と同一地点で実施した。 

測定結果は、表 4-3-1に示すとおりである。測定結果は、25デシベル未満であり、

振動感覚閾値（通常人が振動を感じ始めるレベル）の 55デシベルを下回っていた。 

 

表 4-3-1 振動レベル測定結果 

単位：dB 

区 分 調査地点 

振動レベル（Ｌ10） 基準 

平 日 休 日 
昼間 夜間 

昼間 夜間 昼間 夜間 

環 境 

A 地点 25 未満 25 未満 25 未満 25 未満   

B 地点 25 未満 25 未満 25 未満 25 未満   

C 地点 25 未満 25 未満 25 未満 25 未満 － － 

D 地点 25 未満 25 未満 25 未満 25 未満   

E 地点 25 未満 25 未満 25 未満 25 未満   

道路交通 
前田集落沿道 25 未満 25 未満 25 未満 25 未満 

70 65 
観音山バス停付近 25 未満 25 未満 25 未満 25 未満 

注 1)調査期間は、平成 27年 12月の平日と休日に各 24時間 

2)昼間は午前 8時から午後 7時まで、夜間は午後 7時から翌日午前 8時まで。 

注 3)基準は振動規制法の「道路交通振動の要請限度」の第 2種地域の値。 

注 4)環境振動についての基準はない。 

 

   ② 地盤卓越振動数 
地盤卓越振動数の調査結果は表4-3-2に示すとおりである。前田集落沿道は39.6Hz、

観音山バス停付近は 33.2Hzであった。 

 

表 4-3-2 地盤卓越振動数の調査結果 

台 数 
地盤卓越振動数（Hz) 

台 数 
地盤卓越振動数（Hz) 

前田集落沿道 観音山バス停付近 前田集落沿道 観音山バス停付近 

1 台目 40 31.5 6 台目 31.5 31.5 

2 台目 50 40 7 台目 40 31.5 

3 台目 31.5 40 8 台目 31.5 31.5 

4 台目 31.5 31.5 9 台目 50 31.5 

5 台目 40 31.5 10 台目 50 31.5 

－ 平 均 39.6 33.2 
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 3.2 予測 
  3.2.1  施設の稼働による振動の影響 
   ① 予測結果 

施設の稼働に伴う振動の予測結果は、表 4-3-3 に示すとおりである。予測結果は、

敷地境界の最大値で 49dBである。 

 

表 4-3-3 施設の稼働による振動レベル予測結果 

予測地点 時間帯 予測結果 

最大地点 
昼間（午前 8時から午後 7時） 49dB 

夜間（午後 7時から翌日の午前 8時） 49dB 

 

  3.2.2  廃棄物運搬車両の走行による振動の影響 
   ① 予測結果 

廃棄物運搬車両の走行経路沿道での振動レベル(L10)の予測結果を表 4-3-4に示す。 

予測結果は 28～36dBと予測された。 

廃棄物運搬車両の運行による振動レベルの増加(ΔL)は 3～11dBと予測された。 

 

表 4-3-4 予測結果 

予測地点 時間帯 
現況振動 
L10* [A] 

振動レベルの増加 
ΔL [B] 

予測結果 
L10 [A+B] 

前田集落沿道 8 時 25dB 11dB 36dB 

観音山バス停付近 11 時 25dB 3dB 28dB 

注 1）予測結果は、廃棄物運搬車両の走行時間帯 8～17 時において等価交通量が最大の時間帯の値

である。現況振動は 25dB未満のため、実際は本予測結果より小さくなる。 

2）予測地点は、道路交通騒音振動調査地点と同じとした。 
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 3.3 影響の分析 

  3.3.1  施設の稼働による振動 
   ① 影響の回避又は低減に係る影響の分析 

施設の稼働時においては、以下に示す振動対策を実施する計画である。 

・ 振動発生の低減の観点から、設備の点検、適切な維持管理を行う。 

以上のことから、適切な振動対策が採用されており、振動の影響は事業者の実行可

能な範囲でできる限り低減されていると分析する。 

 

   ② 生活環境の保全上の目標との整合性に係る分析 
施設の稼働による振動について、基準又は目標と予測結果との整合の検討結果は表

4-3-5 に示すとおりである。生活環境の保全上の目標（規制基準）を下回っており、

環境に与える影響の程度は小さいと分析する。 

 

表 4-3-5 生活環境の保全上の目標との整合性に係る分析結果（施設稼働振動） 

予測地点 時間帯 予測結果 生活環境の保全上の目標 

計画地敷地境界 
昼間 49dB 65dB以下 

夜間 49dB 60dB以下 

注）生活環境の保全上の目標は、振動規制法に基づく特定工場等における振動の第二種区域の規制基

準値とした。 

 

  3.3.2  廃棄物運搬車両の走行による振動 
   ① 影響の回避又は低減に係る影響の分析 

廃棄物運搬車両の走行については、以下に示す振動対策を実施する計画である。 

・ 車両整備を徹底して行う。 

・ 運搬時間帯に配慮し渋滞の軽減に努める。 

以上のことから、適切な振動対策が採用されており、振動の影響は事業者の実行可

能な範囲でできる限り低減されていると分析する。 

 

   ② 生活環境の保全上の目標との整合性に係る分析 
施設の稼働による振動について、基準又は目標と予測結果との整合の検討結果は表

4-3-6 に示すとおりである。生活環境の保全上の目標（規制基準）を下回っており、

環境に与える影響の程度は小さいと分析する。 

 

表 4-3-6 生活環境の保全上の目標との整合性に係る分析結果（廃棄物運搬車両） 

予測地点 予測結果 
生活環境の保全上の目標 

（要請限度） 

前田集落沿道 36dB 
70dB以下 

観音山バス停付近 28dB 

注）生活環境の保全上の目標は、規制基準の振動規制法に基づく道路交通振動に係る限度の第 2 種区

域の基準（要請限度）とした。 
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4．悪臭 
 4.1 現況把握 
  4.1.1  調査結果 

調査結果は表 4-4-1に示すとおりである。全ての項目において定量下限値未満で

あった。 

 

表 4-4-1 悪臭調査結果 

項目 単位 
調査結果 

風上側地点 風下側地点 
アンモニア ppm 0.1未満 0.1未満 
メチルメルカプタン ppm 0.0002 未満 0.0002 未満 
硫化水素 ppm 0.001未満 0.001未満 
硫化メチル ppm 0.001未満 0.001未満 
二硫化メチル ppm 0.001未満 0.001未満 
トリメチルアミン ppm 0.001未満 0.001未満 
アセトアルデヒド ppm 0.001未満 0.001未満 
プロピオンアルデヒド ppm 0.005未満 0.005未満 
ノルマルブチルアルデヒド ppm 0.0009 未満 0.0009 未満 
イソブチルアルデヒド ppm 0.002未満 0.002未満 
ノルマルバレルアルデヒド ppm 0.0009 未満 0.0009 未満 
イソバレルアルデヒド ppm 0.0003 未満 0.0003 未満 
イソブタノール ppm 0.09未満 0.09未満 
酢酸エチル ppm 0.3未満 0.3未満 
メチルイソブチルケトン ppm 0.1未満 0.1未満 
トルエン ppm 1未満 1未満 
スチレン ppm 0.01未満 0.01未満 
キシレン ppm 0.1未満 0.1未満 
プロピオン酸 ppm 0.002未満 0.002未満 
ノルマル酪酸 ppm 0.0002 未満 0.0002 未満 
ノルマル吉草酸 ppm 0.0002 未満 0.0002 未満 
イソ吉草酸 ppm 0.0002 未満 0.0002 未満 
臭気指数 - 10未満 10未満 

注）試料の採取月日は平成 28年 7月 27日 
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風上側調査地点 

風下側調査地点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●：悪臭調査地点 

 

 

 

 

図 4-4-1 悪臭調査地点位置図 
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 4.2 予測 
  4.2.1  煙突排ガスの排出による悪臭への影響 
   ① 予測結果 

予測結果を表 4-4-2に示す。 

悪臭濃度予測結果は臭気濃度が 0.0006～0.0046であった。臭気指数は 10未満であっ

た。特定悪臭物質濃度は臭気濃度が非常に小さく十分希釈されることから、現況濃度と

同程度になると予測される。 

 

表 4-4-2 悪臭濃度予測結果（臭気濃度、臭気指数） 

予測ケース 

予測結果 条件 

臭気濃度 臭気指数 煙突からの距離 
風速 

(m/s) 
大気安定度等 

①大気安定度不安定時 0.0017 10 未満 500ｍ 1.5 大気安定度Ａ 

②上層逆転層発生時 0.0039 10 未満 100ｍ 0.7 大気安定度Ａ 

③逆転層崩壊時（ﾌｭﾐｹﾞｰｼｮﾝ） 0.0046 10 未満 260ｍ 0.4 強逆転 

④ダウンウォッシュ 

（煙突ダウンウォッシュ） 
0.0006 10 未満 650ｍ 13.3 大気安定度 C 

⑤ダウンドラフト 

（建物ダウンウォッシュ） 
0.0019 10 未満 450ｍ 1.5 大気安定度Ａ 
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  4.2.2  施設からの悪臭の漏洩 
   ① 予測結果 

予測結果を表 4-4-3に示す。計画施設に係る悪臭防止対策を実施すること、また、事

業実施区域の敷地境界から近隣住居地域に達するまでには相当程度希釈されることから、

現況濃度が維持されると予測する。 

 

表 4-4-3 悪臭濃度予測結果（悪臭漏洩） 

項目 単位 予測結果 

アンモニア ppm 0.1未満 
メチルメルカプタン ppm 0.0002 未満 
硫化水素 ppm 0.001未満 
硫化メチル ppm 0.001未満 
二硫化メチル ppm 0.001未満 
トリメチルアミン ppm 0.001未満 
アセトアルデヒド ppm 0.001未満 
プロピオンアルデヒド ppm 0.005未満 
ノルマルブチルアルデヒド ppm 0.0009 未満 
イソブチルアルデヒド ppm 0.002未満 
ノルマルバレルアルデヒド ppm 0.0009 未満 
イソバレルアルデヒド ppm 0.0003 未満 
イソブタノール ppm 0.09未満 
酢酸エチル ppm 0.3未満 
メチルイソブチルケトン ppm 0.1未満 
トルエン ppm 1未満 
スチレン ppm 0.01未満 
キシレン ppm 0.1未満 
プロピオン酸 ppm 0.002未満 
ノルマル酪酸 ppm 0.0002 未満 
ノルマル吉草酸 ppm 0.0002 未満 
イソ吉草酸 ppm 0.0002 未満 
臭気指数 － 10未満 
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 4.3 影響の分析 
  4.3.1  煙突排ガスの排出による悪臭への影響 
   ① 影響の回避又は低減に係る影響の分析 

煙突排ガスの排出よる悪臭の影響を回避又は低減するため、以下に示す悪臭対策を実

施する計画である。 

・臭気物質の排出量の低減の観点から、高温燃焼（約 850℃）により廃棄物に含まれ

る臭気物質を分解する。 

以上のことから、適切な悪臭対策が採用されており、悪臭の影響は事業者の実行可能

な範囲でできる限り低減されていると分析する。 

 

   ② 生活環境の保全上の目標との整合性に係る分析 
煙突排ガスの排出による悪臭について、基準又は目標と予測結果との整合の検討結果

は表 4-4-4に示すとおりである。生活環境の保全上の目標を下回っており、環境に与え

る影響の程度は小さいと分析する。 

 

表 4-4-4 生活環境の保全上の目標との整合性に係る分析結果（煙突排ガス：悪臭） 

予測地点 予測結果（臭気指数） 生活環境の保全上の目標 

最大地点 10 未満 10 以下 

注）生活環境の保全上の目標は、悪臭防止法の 1号規制（敷地境界規制）は 6段階臭気強度表示法の

臭気強度 2.5～3.5 に対応する臭気指数から定めることとされており、臭気強度 2.5 に対応する

臭気指数として 10以下とした。 
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  4.3.2  施設からの悪臭の漏洩 
   ① 影響の回避又は低減に係る影響の分析 

悪臭の漏洩を防止するため、以下に示す悪臭対策を実施する計画である。 

(1)プラットフォーム 

・車両出入口に引戸ドアを設け、扉の開閉は車両感知による自動開閉とし、車両の

出入り以外は外部との遮断を図る。 

・出入口扉にはエアカーテンを設け、扉の開閉に合わせた自動運転を行い、開扉の

際の外気との遮断を図る。  

・投入扉を通してごみピット側への室内空気の吸引を行うことにより、プラットフ

ォーム側に臭気が漏洩しないようにする。 

・車両出入り口に風除室（トンネル状）を設置し、強風時等、風の巻き込みを防止

する。 

(2)ごみピット 

・押込送風機吸引口をごみピット上部に設け、炉内空気として利用することで燃焼

脱臭を行う。 

・1 炉停止時及び全炉停止時のために活性炭吸着方式の脱臭処理装置を設けるもの

とする。また、消臭剤散布による臭気対策を図る。 

(3)居室関係  

・ごみピットに接する中央操作室、控室、受入室等の居室については、居室内天井

部のシール性を図るとともに、居室周辺の室内配置上、ドアの開閉により、臭気

の流入を避けるため前室を設けるものとする。 

以上のことから、適切な悪臭対策が採用されており、悪臭の影響は事業者の実行可能

な範囲でできる限り低減されていると分析する。 
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   ② 生活環境の保全上の目標との整合性に係る分析 
施設からの悪臭の漏洩について、基準又は目標と予測結果との整合の検討結果は表

4-4-5 に示すとおりである。生活環境の保全上の目標を下回っており、環境に与える影

響の程度は小さいと分析する。 

 

表4-4-5 生活環境の保全上の目標（施設からの悪臭の漏洩） 

予測地点 特定悪臭物質 予測結果 生活環境の保全上の目標 

計画地 
敷地境界 

アンモニア 0.1未満 1ppm 

メチルメルカプタン 0.0002 未満 0.002ppm 

硫化水素 0.001未満 0.02ppm 

硫化メチル 0.001未満 0.01ppm 

二硫化メチル 0.001未満 0.009ppm 

トリメチルアミン 0.001未満 0.005ppm 

アセトアルデヒド 0.001未満 0.05ppm 

プロピオンアルデヒド 0.005未満 0.05ppm 

ノルマルブチルアルデヒド 0.0009 未満 0.009ppm 

イソブチルアルデヒド 0.002未満 0.02ppm 

ノルマルバレルアルデヒド 0.0009 未満 0.009ppm 

イソバレルアルデヒド 0.0003 未満 0.003ppm 

イソブタノール 0.09未満 0.9ppm 

酢酸エチル 0.3未満 3ppm 

メチルイソブチルケトン 0.1未満 1ppm 

トルエン 1未満 10ppm 

スチレン 0.01未満 0.4ppm 

キシレン 0.1未満 1ppm 

プロピオン酸 0.002未満 0.03ppm 

ノルマル酪酸 0.0002 未満 0.001ppm 

ノルマル吉草酸 0.0002 未満 0.0009ppm 

イソ吉草酸 0.0002 未満 0.001ppm 

臭気指数 10 未満 10 以下 

注）生活環境の保全上の目標は、特定悪臭物質は悪臭防止法の規制基準、臭気指数は悪臭防止法の 1号規制

（敷地境界規制）は 6 段階臭気強度表示法の臭気強度 2.5～3.5 に対応する臭気指数から定めることと

されており、臭気強度 2.5に対応する臭気指数として 10以下とした。 
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5．水質 
 5.1 現況把握 
  5.1.1  調査結果 

水質の分析結果は、表4-5-1及び表4-5-2に示すとおりである。生活環境項目は、

基準が定められている項目全て環境基準を満足していた。健康項目も全ての項目で

環境基準を満足していた。 

 
表 4-5-1 水質調査結果 

項目 単位 分析結果 定量下限値 環境基準 

水素イオン濃度(pH) － 7.1 － 
6.5以上 

8.5以下 

生物化学的酸素要求量(BOD) mg/L 0.9 0.5 5 

浮遊粒子状物質(SS) mg/L 2 1 50 

n-ヘキサン抽出物質(油分等) mg/L 定量下限値未満 0.5 － 

有機燐化合物 mg/L 定量下限値未満 0.1 － 

電気伝導率 mS/m 30.5 0.1 － 

塩化物イオン mg/L 19 1 － 

カドミウム mg/L 定量下限値未満 0.0003 0.003 

全シアン mg/L 定量下限値未満 0.1 検出されないこと 

鉛 mg/L 定量下限値未満 0.001 0.01 

六価クロム mg/L 定量下限値未満 0.005 0.05 

砒素 mg/L 定量下限値未満 0.001 0.01 

総水銀 mg/L 定量下限値未満 0.00005 0.0005 

アルキル水銀 mg/L 定量下限値未満 0.0005 検出されないこと 

PCB mg/L 定量下限値未満 0.0005 検出されないこと 

ジクロロメタン mg/L 定量下限値未満 0.002 0.02 

四塩化炭素 mg/L 定量下限値未満 0.0002 0.002 

1,2-ジクロロエタン mg/L 定量下限値未満 0.0004 0.004 

1,1-ジクロロエチレン mg/L 定量下限値未満 0.002 0.1 

シス-1,2-ジクロロエチレン mg/L 定量下限値未満 0.004 0.04 

1,1,1-トリクロロエタン mg/L 定量下限値未満 0.0005 1 

1,1,2-トリクロロエタン mg/L 定量下限値未満 0.0006 0.006 

トリクロロエチレン mg/L 定量下限値未満 0.002 0.01 

テトラクロロエチレン mg/L 定量下限値未満 0.0005 0.01 

1,3-ジクロロプロペン mg/L 定量下限値未満 0.0002 0.002 

チウラム mg/L 定量下限値未満 0.0006 0.006 

シマジン mg/L 定量下限値未満 0.0003 0.003 

チオベンカルブ mg/L 定量下限値未満 0.002 0.02 

ベンゼン mg/L 定量下限値未満 0.001 0.01 

セレン mg/L 定量下限値未満 0.001 0.01 

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 mg/L 0.60 0.02 10 

ふっ素 mg/L 定量下限値未満 0.08 0.8 

ほう素 mg/L 0.03 0.02 1 

1,4-ジオキサン mg/L 定量下限値未満 0.005 0.05 

ダイオキシン類 pg-TEQ/L 0.058 － 1 

注 1）pH、BOD、SSは C類型の値。山犬原川が合流する牛津川の合流地点における環境基準。 
2）試料の採取月日は平成 27年 12月 18日。 
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表 4-5-2 底質調査結果 

項目 単位 分析結果 定量下限値 

カドミウム mg/kg 0.07 0.05 

鉛 mg/kg 4.6 0.2 

シアン化合物 mg/kg 定量下限値未満 0.5 

ひ素 mg/kg 1.3 0.5 

総水銀 mg/kg 0.01 0.01 

六価クロム mg/kg 定量下限値未満 2 

有機燐 mg/kg 定量下限値未満 0.1 

銅 mg/kg 17 1 

亜鉛 mg/kg 45 1 

鉄 mg/kg 13000 1 

マンガン mg/kg 250 1 

乾燥減量(含水率) ％ 20 0.1 

注 1）試料の採取月日は平成 27年 12月 18日。 
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●：水質に係る調査地点 

山犬原川 立山橋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-5-1 水質調査地点位置図 
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 5.2 予測 
  5.2.1  施設排水の排出による水質の影響 
   ① 予測結果 

建設予定地下流側山犬原川における水質濃度の予測結果は、表 4-5-3 に示すとおりで

ある。プラント排水等が発生するが、排水はすべて焼却施設で処理し、公共用水域への

排出はなく、また、生活排水は公共下水道へ排出することから、現況水質が維持される

と予測される。 

 
表 4-5-3 水質の予測結果 

項目 単位 分析結果 定量下限値 環境基準 

水素イオン濃度(pH) － 7.1 － 
6.5以上 

8.5以下 

生物化学的酸素要求量(BOD) mg/L 0.9 0.5 5 

浮遊粒子状物質(SS) mg/L 2 1 50 

n-ヘキサン抽出物質(油分等) mg/L 定量下限値未満 0.5 － 

有機燐化合物 mg/L 定量下限値未満 0.1 － 

電気伝導率 mS/m 30.5 0.1 － 

塩化物イオン mg/L 19 1 － 

カドミウム mg/L 定量下限値未満 0.0003 0.003 

全シアン mg/L 定量下限値未満 0.1 検出されないこと 

鉛 mg/L 定量下限値未満 0.001 0.01 

六価クロム mg/L 定量下限値未満 0.005 0.05 

砒素 mg/L 定量下限値未満 0.001 0.01 

総水銀 mg/L 定量下限値未満 0.00005 0.0005 

アルキル水銀 mg/L 定量下限値未満 0.0005 検出されないこと 

PCB mg/L 定量下限値未満 0.0005 検出されないこと 

ジクロロメタン mg/L 定量下限値未満 0.002 0.02 

四塩化炭素 mg/L 定量下限値未満 0.0002 0.002 

1,2-ジクロロエタン mg/L 定量下限値未満 0.0004 0.004 

1,1-ジクロロエチレン mg/L 定量下限値未満 0.002 0.1 

シス-1,2-ジクロロエチレン mg/L 定量下限値未満 0.004 0.04 

1,1,1-トリクロロエタン mg/L 定量下限値未満 0.0005 1 

1,1,2-トリクロロエタン mg/L 定量下限値未満 0.0006 0.006 

トリクロロエチレン mg/L 定量下限値未満 0.002 0.01 

テトラクロロエチレン mg/L 定量下限値未満 0.0005 0.01 

1,3-ジクロロプロペン mg/L 定量下限値未満 0.0002 0.002 

チウラム mg/L 定量下限値未満 0.0006 0.006 

シマジン mg/L 定量下限値未満 0.0003 0.003 

チオベンカルブ mg/L 定量下限値未満 0.002 0.02 

ベンゼン mg/L 定量下限値未満 0.001 0.01 

セレン mg/L 定量下限値未満 0.001 0.01 

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 mg/L 0.60 0.02 10 

ふっ素 mg/L 定量下限値未満 0.08 0.8 

ほう素 mg/L 0.03 0.02 1 

1,4-ジオキサン mg/L 定量下限値未満 0.005 0.05 

ダイオキシン類 pg-TEQ/L 0.058 － 1 

注）pH、BOD、SSは C類型の値。山犬原川が合流する牛津川の合流地点における環境基準。 
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 5.3 影響の分析 
  5.3.1  施設排水の排出による水質への影響 
   ① 影響の回避又は低減に係る影響の分析 

施設排水の排出においては、以下に示す排水の水質及び放流対策を実施する計画であ

る。 

・ プラント排水等が発生するが、排水はすべて焼却施設で処理することにより、公

共用水域への影響を回避する。 

・ 生活排水は公共下水道へ排出し、公共用水域への影響を回避する。 

以上のことから、適切な排水管理が採用されており、水質への影響は事業者の実行可

能な範囲でできる限り低減されていると分析する。 

 

   ② 生活環境の保全上の目標との整合性に係る分析 
施設の稼働による排水の放流による水質への影響についての基準又は目標の結果は、

表 4-5-3 に示すとおりである。生活環境の保全上の目標（環境基準）を下回っており、

環境に与える影響の程度は小さいと分析する。 
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第5章 総合的な評価 

 
1. 現況把握、予測、影響の分析の結果の整理 

現況把握、予測、影響の分析の結果の整理を表5-1-1に示す。 
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表 5-1-1(1) 現況把握、予測、影響の分析の結果（１／３） 

項目 現況 予測及び影響の分析 影響の回避・低減策 

大気質 
(煙突排ガス
の排出) 

①現地調査 
・現地調査結果では各項目ともに環境基準

を下回っていた。 
②既存資料調査 
・既存資料調査結果（周辺の一般局：多久

測定局）は各項目ともに環境基準を下回
っていた。 

・経年変化を見ると、各項目でほぼ横ばい
傾向であった。 

①予測結果及び影響の分析（長期平均濃度） 
・各項目で目標値（環境基準）を下回り、環境に与える影

響の程度は小さいと分析する。 

項目 予測結果 
目標値 

(環境基準) 

二酸化硫黄（ppm） 0.0074 0.04以下 

二酸化窒素（ppm） 0.0121 0.04～0.06以下 

浮遊粒子状物質（mg/m3） 0.0298 0.1以下 

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類(pg-TEQ/m3) 0.00996 0.6以下 

 
②予測結果及び影響の分析（短期平均濃度） 
・各項目で目標値（環境基準等）を下回り、環境に与える

影響の程度は小さいと分析する。 

項目 予測結果 
目標値 

(環境基準等) 

二酸化硫黄（ppm） 0.0011～0.0087 0.1以下 

二酸化窒素（ppm） 0.0019～0.0135 0.1～0.2以下 

浮遊粒子状物質（mg/m3） 0.0003～0.0026 0.2以下 

塩化水素（ppm） 0.0023～0.0187 0.02以下 
 

①排ガス処理対策 
・硫黄酸化物、塩化水素は、消石灰

を吹き込む乾式有害ガス除去方式
により除去する。また、ろ過式集
じん器等の設置により、排ガスの
適正な処理を実施し、周辺環境へ
の影響を低減していると考える。 

②ダイオキシン類対策 
・燃焼温度を 850℃以上に保つこと及

び滞留時間を 2 秒以上確保するこ
とによりダイオキシン類の発生を
抑制していると考える。 

③その他対策 
・煙突は 59ｍとし、安定な燃焼を図

ることにより安定な吐出速度を確
保する計画であることから、周辺
環境への影響を低減していると考
える。 

④監視計画 
・大気汚染防止法に基づくモニタリ

ングを確実に実施することにより
排出濃度のチェックを行う。 

大気質（運搬
車両の走行
に係る影響） 

①二酸化窒素 
・ 日 平 均 の 最 大 は 前 田 集 落 沿 道 が
0.007ppm、観音山バス停付近が 0.006ppm
であり、環境基準を下回っていた。 

②浮遊粒子状物質 
・ 日 平 均 の 最 大 は 前 田 集 落 沿 道 が

0.026mg/m3 、 観 音 山 バ ス 停 付 近 が
0.023mg/m3であり、環境基準を下回って
いた。 

①予測結果及び影響の分析結果 
・将来交通量（現況交通量＋運搬車両）の予測結果（日平

均値）は、二酸化窒素が 0.01416～0.01442ppm、浮遊粒
子状物質が 0.03893～0.03896mg/m3であり、目標値（環
境基準）を下回り、環境に与える影響の程度は小さいと
分析する。 

予測地点 
二酸化窒素 

（ppm） 

浮遊粒子状物質 

（mg/m3） 

前田集落沿道 
0.01416～

0.01426 

0.03893～

0.03894 

観音山バス停付近 
0.01431～

0.01442 

0.03894～

0.03896 

目標値（環境基準） 0.04以下 0.10以下 
 

①発生源対策、運搬方法の対策 
・車両整備を徹底して行う。 
・運搬時間帯に配慮し渋滞の軽減に

努める。 
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表 5-1-1(2) 現況把握、予測、影響の分析の結果（２／３） 

項目 現況 予測及び影響の分析 影響の回避・低減策 

騒音 
(施設の稼

働) 

①現地調査 
・環境騒音（等価騒音レベル）は、平日は

昼間 38～49 デシベル、夜間 35～39デシ
ベル、休日は昼間 40～46 デシベル、夜
間 35～39 デシベルであり、土地利用状
況を踏まえて環境基準の B 類型の値と
比較すると各地点、各時間帯ともに環境
基準を下回っていた。 

①予測結果及び影響の分析結果 
・各時間帯で目標値（規制基準）を下回り、環境に与える

影響の程度は小さいと分析する。 

予測地点 予測結果 目標値（規制基準） 

敷地境界 

54デシベル 
朝：65デシベル 

夕：65デシベル 

54デシベル 昼間：65デシベル 

54デシベル 夜間：55デシベル 
 

①発生源対策 
・騒音発生源となる誘引送風機室に防

音対策(吸音材)を実施する。 
・騒音発生の低減の観点から、設備の

点検、適切な維持管理を行う。 
・騒音低減の観点から、プラットフォ

ーム出入口の扉は、車両の進入、退
出時以外は常時閉とする。 

騒音（運搬車
両の走行に
係る影響） 

①現地調査 
・道路交通騒音（等価騒音レベル）は、平

日は昼間 56～60デシベル、夜間 45～50
デシベル、休日は昼間 54～58 デシベル、
夜間 47～49 デシベルであり、土地利用
状況を踏まえて環境基準の B 類型の値
と比較すると各地点、各時間帯ともに環
境基準を下回っていた。 

①予測結果及び影響の分析結果 
・将来交通量（現況交通量＋運搬車両）の予測結果は 59
～61 デシベルであり、目標値（環境基準）を下回り、
環境に与える影響の程度は小さいと分析する。 

予測地点 予測結果 目標値（環境基準） 

前田集落沿道 59 dB 
65 dB以下 

観音山バス停付近 61 dB 
 

①発生源対策、運搬方法の対策 
・車両整備を徹底して行う。 
・運搬時間帯に配慮し渋滞の軽減に努

める。 

振動 
(施設の稼

働) 

①現地調査 
・測定結果は、平日、休日の昼間、夜間と

もに 25 デシベル未満であり、振動感覚
閾値（通常人が振動を感じ始めるレベ
ル）の 55デシベルを下回っていた。 

①予測結果及び影響の分析結果 
・各時間帯で、目標値（規制基準）を下回り、環境に与え

る影響の程度は小さいと分析する。 

予測地点 予測結果 規制基準 

敷地境界 
49デシベル 昼間：65デシベル 

49デシベル 夜間：60デシベル 
 

①発生源対策 
・振動発生の低減の観点から、設備の

点検、適切な維持管理を行う。 

振動（運搬車
両の走行に
係る影響） 

①現地調査 
・測定結果は、平日、休日の昼間、夜間と

もに 25 デシベル未満であり、振動感覚
閾値（通常人が振動を感じ始めるレベ
ル）の 55デシベルを下回っていた。 

①予測結果及び影響の分析結果 
・将来交通量（現況交通量＋運搬車両）の予測結果は 28
～36 デシベルであり、目標値（要請限度）を下回り、
環境に与える影響の程度は小さいと分析する。 

予測地点 予測結果 目標値（要請限度） 

前田集落沿道 36 dB 
70 dB以下 

観音山バス停付近 28 dB 
 

①発生源対策、運搬方法の対策 
・車両整備を徹底して行う。 
・運搬時間帯に配慮し渋滞の軽減に努

める。 
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表 5-1-1(3) 現況把握、予測、影響の分析の結果（３／３） 

項目 現況 予測及び影響の分析 影響の回避・低減策 

悪臭 
(煙突排ガス
の排出) 

①現地調査 
・全ての項目において定量下限

値未満であった。 

①予測結果及び影響の分析結果 
・目標値を下回り、環境に与える影響の程度は小
さいと分析する。 

予測地点 予測結果（臭気指数） 目標値 

最大地点 10未満 10以下 
 

①発生源対策 
・臭気物質の排出量の低減の観点から、高温燃焼（約

850℃）により廃棄物に含まれる臭気物質を分解する。 

悪臭 
(施設からの
悪臭の漏洩) 

①予測結果及び影響の分析 
・計画施設に係る悪臭防止対策を実施すること、
また、事業実施区域の敷地境界から近隣住居地
域に達するまでには相当程度希釈されることか
ら、現況濃度が維持されると予測し、目標値を
下回り、環境に与える影響の程度は小さいと分
析する。 

①施設の悪臭防止対策 
(1)プラットフォーム 
・車両出入口に引戸ドアを設け、扉の開閉は車両感知に

よる自動開閉とし、車両の出入り以外は外部との遮断
を図る。 

・出入口扉にはエアカーテンを設け、扉の開閉に合わせ
た自動運転を行い、開扉の際の外気との遮断を図る。  

・投入扉を通してごみピット側への室内空気の吸引を行
うことにより、プラットフォーム側に臭気が漏洩しな
いようにする。 

・車両出入り口に風除室（トンネル状）を設置し、強風
時等、風の巻き込みを防止する。 

(2)ごみピット 
・押込送風機吸引口をごみピット上部に設け、炉内空気

として利用することで燃焼脱臭を行う。 
・1 炉停止時及び全炉停止時のために活性炭吸着方式の

脱臭処理装置を設けるものとする。また、消臭剤散布
による臭気対策を図る。 

(3)居室関係  
・ごみピットに接する中央操作室、控室、受入室等の居

室については、居室内天井部のシール性を図るととも
に、居室周辺の室内配置上、ドアの開閉により、臭気
の流入を避けるため前室を設けるものとする。 

水質 
（施設排水
の排出） 

①現地調査 
・生活環境項目は、基準が定め

られている項目全て環境基
準を満足していた。健康項目
も全ての項目で環境基準を
満足していた。 

①予測結果及び影響の分析 
・プラント排水等が発生するが、排水はすべて焼
却施設で処理し、公共用水域への排出はなく、
また、生活排水は公共下水道へ排出することか
ら、現況水質が維持されると予測され、環境に
与える影響の程度は小さいと分析する。 

①発生源対策 
・プラント排水等が発生するが、排水はすべて焼却施設

で処理することにより、公共用水域への影響を回避す
る。 

・生活排水は公共下水道へ排出し、公共用水域への影響
を回避する。  
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2. 施設の設置に関する計画に反映した事項及びその内容 

施設の設置に関する計画に反映した事項及びその内容を表5-2-1に示す。 

 

表 5-2-1 施設の設置に関する計画に反映した事項及びその内容 

項目 
施設の配置に関する計画に 

反映した事項 
内容 

大気質 排ガス処理対策 

・硫黄酸化物、塩化水素は、消石灰を吹き込む乾式有害ガ

ス除去方式により除去する。 

・窒素酸化物は、燃焼管理及び無触媒脱硝装置により除去

する。 

・ばいじんは、ろ過式集じん器等により除去する。 

・ダイオキシン類は、燃焼温度、ガス滞留時間等の管理を

十分に行い、安定燃焼の確保を図ることによって発生を

抑制し、ろ過式集じん器前に活性炭吹き込みにより除去

する。 

・水銀は、ろ過式集じん器前に活性炭吹き込みにより除去

する。 

騒 音 発生源対策 
・騒音が大きく発生する装置については防音処理を施した

部屋に配置する。 

悪 臭 悪臭防止対策 

(1)プラットフォーム 

・車両出入口に引戸ドアを設け、扉の開閉は車両感知によ

る自動開閉とし、車両の出入り以外は外部との遮断を図

る。 

・出入口扉にはエアカーテンを設け、扉の開閉に合わせた

自動運転を行い、開扉の際の外気との遮断を図る。  

・投入扉を通してごみピット側への室内空気の吸引を行う

ことにより、プラットフォーム側に臭気が漏洩しないよ

うにする。 

・車両出入り口に風除室（トンネル状）を設置し、強風時

等、風の巻き込みを防止する。 

(2)ごみピット 

・押込送風機吸引口をごみピット上部に設け、炉内空気と

して利用することで燃焼脱臭を行う。 

・1炉停止時及び全炉停止時のために活性炭吸着方式の脱

臭処理装置を設けるものとする。また、消臭剤散布によ

る臭気対策を図る。 

(3)居室関係  

・ごみピットに接する中央操作室、控室、受入室等の居室

については、居室内天井部のシール性を図るとともに、

居室周辺の室内配置上、ドアの開閉により、臭気の流入

を避けるため前室を設けるものとする。 

 



 

 49 

3. 維持管理に関する計画に反映した事項及びその内容 

維持管理に関する計画に反映した事項及びその内容を表5-3-1に示す。 

 

表 5-3-1 維持管理に関する計画に反映した事項及びその内容 

項目 
維持管理に関する計画に 

反映した事項 
内容 

大気質 

悪臭 
処理する廃棄物のび量 

・当該施設の処理能力に応じた処理計画の確実な実

施を行う。 

大気質 

騒音 

振動 

悪臭 

施設の点検 
・施設の正常な機能を維持するため、定期的に施設

の点検及び機能検査を行う。 

騒音 

悪臭 
発生源対策 

・騒音・悪臭低減の観点から、プラットフォーム出

入口の扉は、車両の進入、退出時以外は常時閉と

する。 

悪臭 構内の清掃 ・構内を清掃し、清潔を保持する。 

沿道環境 運転者への教育・指導 

・運搬車両の清潔の維持に努める。 
・運搬車両の搬入時間について、周辺の通学時間帯
等を十分考慮する。 

運転者に対して以下の対応を徹底するよう指導す
る。 
・運行ルートの厳守 
・規制速度の遵守 
・空ぶかしの禁止や無用なクラクションの禁止 
・急激な加減速の禁止 
・無用な駐停車の禁止 
・アイドリングストップの実施 
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